












































































































































































法制定に向かったかは、”Political Reorientation of Japan, September 1945 




































































































































































（22） 高倉テル「天皇制ならびに皇室の問題」中央公論1946年 8 月号11頁。







































































































（30） 清宮四郎「憲法改正行為の限界」判例タイムズ 3巻 4号（1949年）15頁。
（31） 参照、美濃部達吉『憲法精義』有斐閣、1927年、720頁。






























（34） 佐藤功「憲法改正論議の基本問題」国家学会雑誌64巻 2 ・ 3 号（1950年）24頁。

































































































































































































































































































































































































（58） 宮沢俊義「天皇退位論」社会 3巻 8号（1948年）同『憲法と天皇』東京大学出版会、
1969年、127頁に収録。この論文集に収められた「天皇」の論考も併せて読んでみる必
要がある。
（59） 鵜飼の『憲法』岩波全書、1956年では、天皇は最終章にやっと登場し、天皇の元首
日本国憲法制定前後における天皇制に関する論争
29
解決ではなく、皇室典範の改正が求められるのではないだろうか。せっかく
の議論する機会が与えられたのであるから、これに正面から向う必要がある
と思われる。
である地位が否定されている。戦後すぐの見解が維持されており、「天皇の廃立につい
ては、現行皇室典範にはなんらの規定はないけれども、憲法第 1条の明示しているとお
り、この地位は国民の意思に基づいているのであるから、廃立は全く国民の自由であっ
て、この点については疑問の余地がない」（267頁）とし、生前退位を設けることもあり
うるとする（272頁）。最後は「国民の決定に天皇制を委ねる時代が来るかは、私にもわ
からない。」とした。石村修「天皇退位論と憲法・法律の関係」現代の理論、2017年 1
月号、22頁以下。
